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ご不明な点がございましたら､ヒューマン･プライムまでお問い合わせください。 ℡.03-5695-7700

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フリーランスは､個人で事業を行う者であり､事業者と雇用関

係のない働き方であるため､原則として労働基準法などの労働関係法令が適用されません。ただし､事業者との業務における関わり

方によっては｢労働者性｣が認められ､労働基準法や労働組合法などが適用される場合があります。

令和３年３月２６日に､内閣官房､公正取引委員会､中小企業庁､厚生労働省の連名でフリーランスとして安心して働
ける環境を整備するためのガイドラインが策定されました。これにより､フリーランスとして安心して働ける環境
を整備するため､事業者とフリーランスとの取引について､独占禁止法､下請代金支払遅延等防止法（下請法）､労働

関係法令の適用関係が明らかになり､これらの法令に基づく問題行為が明確化されました。今回のHP通信では､フ

リーランスの概要及び労働関係法令の適用関係､労働基準法における「労働者性」に焦点を当てて解説します。

労働基準法が適用されると

雇用関係のある労働者と同

じように､労働時間､賃金な

どのルールが適用されま

す。また上記判断基準に該

当すると労働基準法以外に

も労働安全衛生法､労働契

約法等の個別の関係法令も

適用されます。

以下のような実態があるフ

リーランスは､労働基準法

における｢労働者性｣が認め

られる場合があります。※最
終的には契約内容やその他要素を

含めて､総合的に判断されます

　　　　　　　　　　　　　　実店舗がなく､雇人もいない自営業主や一人社長であって､自身の経験や知識､スキルを活用して収

入を得る者とされています。フリーランスは経験のある高齢者の就業の拡大､健康寿命の延伸､社会保障の支え手･働き手の増加の観

点からも注目されてきています。しかしながら法令規制がなければ､フリーランスが事業者と取引する際に事業者の方が優越的地位

となり公正な取引ではない取引になりがちです。そのため事業者が優越的地位を濫用しないよう独占禁止法（全事業者が対象）や
下請法（資本金1000万円超の事業者が対象）が適用されています。詳しくは､こちらのPDFをご参照ください。

なお､労働組合法における｢労働者性｣の判断基準は､労働基準法の

判断基準とは異なります。また､労働組合法の｢労働者性｣が認めら

れても､たちまち労働基準法上の労働時間や賃金､労災などのルー

ルが適用されるわけではありません。詳しい内容をお知りになりた

い場合は､ヒューマン・プライムまでお問い合わせください。

フリーランスとして安心して働ける環境を整備するために

❶ フリーランスとは

❷ フリーランスへの労働関係法令の適用について

労働基準法において｢労働者｣に当たるかは､以下のような項目を確認し総合的に判断されます。

受けた仕事をするのに

非常に時間がかかるため、

他の発注者の仕事を

受ける余裕が全くない

始業や終業の時刻が

決められていて、

始業に遅れると｢遅刻｣と

して報酬が減らされる

発注者からの仕事は、

病気のような

特別な理由がないと

断れない

報酬は

「時間当たりいくら｣で

決まっている

各判断基準に
該当する場合
等であっても、
直ちに労働者
性が認められ
るわけでない
点に注意

仕事に必要な機械等を発注者等が所有している場合や、

フリーランスが受け取る報酬が同じような仕事をする

労働者と比べて著しく高額でないか　など

（考え方）

発注者等からの仕事の依頼や、 業務の指示が

あった際に、 受けるかどうかを自分で決められ

ない （拒否できない） か

（考え方）

業務の内容や遂行方法について、 発注者等から

具体的な指揮命令を受けているか

（考え方）

発注者等から勤務場所と勤務時間が指定され、

管理されているか

発注者等から受けた仕事を自分に代わって他人がする

ことや、 自分の判断で補助者を使うことが認められてい

ないか　など

フリーランスに支払われる報酬額が、 発注者等の指揮

監督の下で行う作業時間等をベースに決まっているか

など

他の発注者等の業務を行うことが制度上制約されたり、

時間的な余裕がないなど、 特定の発注者から受ける

業務の割合が非常に大きいか　など

事業者性が
ない

拘束性がある業務遂行上の指揮監督がある諾否の自由がない

代替性が
ない

報酬の
労務対償性

がある

専属性が
ない

労働基準法上の｢労働者｣にあたる

｢使用従属性｣が認められる

｢指揮監督下の労働｣である

補強

補強

補強

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/zaitaku/index_00002.html

